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研究要旨 
放射線治療専門医のあるべき教育体制を探索するために、現在学会等が提供している各
種教育ツールについて、利用アンケートをおこない、課題を抽出して改善案を提言す
る。 
 
 

 
 
A. 研究目的 
 
学会が学会員に対して提供している教育ツールにつ
いて、利用アンケートをおこない、課題を抽出して
改善案を提言する。 
 
B. 研究方法 
 
研究協力者とのメール会議を通じて、本研究を実施
する対象者、必要なアンケート項目を検討し、原案
を作成した。班会議での検討を通じて、他の研究分
担者の項目とのすり合わせをおこなった。 
主な設問は 
・学会の提供する各種教育ツールの認知度、アクセ
ス回数、満足度など 
・今後の学会教育ツールへの提案・希望など 
研究担当者の在籍する施設の東京都済生会中央病院
臨床研究倫理審査委員会の審査を受け、研究実施が
承認された。 
ウエブアンケートフォームを作成したのち、日本放
射線腫瘍学会の医師の会員を対象にアンケートを実
施した。アンケート実施期間はR4年6月２日-７月21
日であった。 
 
C. 研究結果 
 
１．アンケートアクセス数389、有効回答数386（医
師会員の16％） 
 
２．回答者属性 
・男性83％、女性15％ 
・年齢：20歳台９,30歳台91,40歳台118,50歳以上16
8 
・雇用形態：常勤96％、非常勤2％ 
所属：大学病院162、がん診療連携拠点病院128、が
んセンター等37、その他の総合病院54 
 
・施設規模（年間患者数）：100人台37、200人台62，
300人台46,400人台41,500人台194 
 
３．・学会が提供する各種教育コンテンツについて 

教育コンテンツにより認知度の差は多少あるが、
概ね複数回の参加（利用）があり、満足度も高か

った 
・施設規模、年齢、性差による教育コンテンツへ
のアクセスに大きな差異はみられなかった 

 
４．学会への教育に関する要望 

・新型コロナ感染症収束後の教育講演・セミナ
ーの希望開催形式： 
「会場開催のみ」２％、「会場とウエブ配信の
ハイブリッド開催」59％、「ウエブでのライブ
配信＋後日配信」35％ 
・その他「ウエブでの治療計画ハンズオンセミ
ナー、ウエブを利用した難渋症例のピア・サポ
ート相談システム整備、新規ガイドライン発刊
等のお知らせメール配信などの希望が多かっ
た。 

 
D. 考察 
 
放射線治療専門医の生涯学習において、学会が提供
する教育コンテンツや教育機会は、職場でのオン・
ザ・ジョブトレーニング、自己学習と並ぶ重要なも
のである。 
放射線治療専門医が、年齢、性別、雇用形態、職場環
境如何に関わらず、学会教育コンテンツに随時アク
セス可能な体制を継続的に提供していく必要がある。
今後ウエブ配信を利用した教育機会提供やピア・サ
ポート等の具体策について検討が必要である。 
 
E. 結論 
日本放射線腫瘍学会の医師会員に対して、学会が提
供する生涯教育コンテンツに関する意識調査を実施
し、課題を抽出した。今後ウエブを利用した教育機
会提供のさらなる充実が必要である。 
 
 
 
G. 研究発表 
 
 1.  論文発表  なし 
 2.  学会発表  なし 
 
 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
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（予定を含む。） 

1. 特許取得 

なし   

2. 実用新案登録 

なし 

3.その他 

なし 
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